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「長期の18世紀」から

「東アジアの経済的再興」へ

秋 田 　 茂

キーワード：グローバルヒストリー，長期の18世紀，経済的再興，開発主義

1．アジアから見たグローバルヒストリーの構築

近年、従来の世界史認識の枠組みに大きな修正・見直しを迫る、斬新な

研究が幾つも出版・公表されている。本稿は、近年のグローバル経済史研

究の進展を踏まえた上で、アジア世界を舞台に、世界史（グローバルヒス

トリー）解釈の新たな論点を提示する 1）。

超長期のマクロなレヴェルから、世界経済像を考察するのが、オランダ

のグローニンゲン大学で活躍していた経済学者・経済史家、アンガス・マ

ディソン（2010 年死去）が編集・出版した（超）長期歴史統計である。

マディソンは、計量的手法を駆使して、1000 年単位（ミレニアム）の世

界各国・各地域の経済成長の解明を試みた 2）。

その研究によれば、世界各国・各地域の GDP に占めるアジア諸地域（中

国・インド・日本・東南アジア等）の比重は、1820 年までは 50 パーセン

トを超えていた。特に、中国（明・清時代の中華帝国）は、単独で 20-30 パー

セント強を占める地位にあった。だが、19 世紀初頭以降、西ヨーロッパ

に加えて、アメリカ合衆国の GDP が急激に増大したため、欧米諸国とア

ジア諸地域の立場は完全に逆転し、欧米諸国が占める割合は、軽く 50 パー

セントを超えていた。第二次大戦後の 1950 年に、アジア諸地域の比重は

最低の約 20 パーセント弱に低下した。しかし、この長期的な歴史趨勢（ト
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レンド）にも、近年再び変化が生じ、20 世紀の最後の四半期以降、アジ

ア諸地域の「復興」が見られる。2001 年の時点で、日本を含めたアジア

諸地域の GDP は、ほぼ 40 パーセント弱にまで回復してきた。

実は、マディソンのこの研究は詳細な人口統計の推計と結びつき、最終

的に「一人当たり GDP」の推計を行うものである。その結果、欧米諸国

の一人当たり GDP の推計値が一貫して高く優位にあったことを論証して

いる。本稿では、一人当たり GDP ではなく、前述のように GDP 総体の

比重の方に着目する。この世界 GDP の変遷に見られるアジア諸地域の「経

済的再興」（economic resurgence）を、歴史家は十分に認識できていない

のではないか、それを歴史的に位置づける視座と座標軸を持っていないの

ではなかろうか。現代アジアの経済的再興の中心は、東アジアに位置する

世界GDPの比率の変遷

（出典）�アンガス・マディソン『経済統計で見る世界経済 2000 年史』（柏書房、
2004 年）表 B － 20，310 頁より作成。
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中国の高度経済成長にある。本稿では、この東アジア地域を牽引車とする

アジア世界の経済的変容の歴史的起源を考察する。

歴史社会学の領域においても、アジアに重点を置く新たな世界システム

論が提起されている。アメリカのジョンズ・ホプキンズ大学で活躍してい

た歴史社会学、世界システム論が専門のジョヴァンニ・アリギ（2009 年 6

月死去）が提起した 20 世紀解釈がそれである。アリギの主著 2 冊は、20

世紀資本主義の「世界システム」の台頭と展開の過程を、中世のイタリア

からほぼ 500 年間の時間軸で描く力作である 3）。

アリギは、1998 年にジョンズ・ホプキンズ大学に移るまでは、ニューヨー

ク州立大学ビンガムトン校のブローデル・センターで、イマニュエル・

ウォーラーステイン等と近代世界システム論の共同研究を行っていたが、

その間、「もう一つの世界システム論」とも呼ぶべき独自の理論構築を行っ

た。アリギの世界システム論の特徴・独自性は、ウォーラーステインの近

代世界システム論と比較すると、次の三点に要約できる。

第一に、彼の世界システム、資本主義分析の力点は、フェルナン・ブロー

デルの研究から強い影響を受けて、金融≪マネー≫に置かれている。分析

の射程も、ウォーラーステインが世界システム（世界経済）の起源として、

「長期の 16 世紀」の「ヨーロッパの大航海時代」スペインに重きを置くの

に対して、アリギは中世のイタリア都市国家群（ヴェニス、ジェノヴァ、フィ

レンチェ）の繁栄と衰退から説き起こす。ヨーロッパ（欧米）の金融業の

中心地は、ジェノヴァ、アムステルダム、ロンドン、ニューヨークと変遷

するが、その≪マネー≫と、強大な軍事力を有した領域的権力であったス

ペイン帝国、オランダ共和国、イギリス帝国、アメリカ合衆国とが、いか

なる関係性や規定力を持ちながら展開したのか。≪マネー≫と≪パワー≫

（権力）の相互連関を解明する政治経済学的な理論である。

第二に、アリギの世界システム論には、19 世紀後半以降の東アジア世
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界が主体的に組み込まれている。ウォーラーステインは、基本的にヨーロッ

パの膨張史観であり、非ヨーロッパ諸地域がいかにして、どのような地位

（「半周辺」あるいは「周辺」として）で、ヨーロッパを中心とする近代世

界システムに編入されたのかを議論している。2011 年 5 月に刊行された

主著の第四巻は、もっぱら欧米諸国における自由主義の台頭と勝利が「長

期の 19 世紀」の文脈で論じられ 4）、非ヨーロッパ諸地域の具体的な歴史

叙述は、19 世紀前半の南アジア、西アフリカで中断したままである。こ

れに対してアリギの論は、19 世紀の中国、19-20 世紀転換期以降の日本、

とりわけ第二次大戦後の日本の経済復興、「高度経済成長」とアメリカ・

東南アジア諸国との関係性に着目し、東アジア地域を世界システムの中に

積極的に位置づける試みがなされている。

第三に、アリギは、アダム・スミスの経済発展理論をもとに、21 世紀

中国の経済発展、1978 年以降の 30 年以上にわたる高度経済成長政策を、

肯定的に評価する視点を打ち出している。1994 年に出された主著の分析

は、日本の 1980 年代までの分析で終わっており、その後の現代東アジア

の変容を踏まえた続編が待たれていたが、2007 年に出版され話題になっ

た。というのも、遺著となった 07 年の主著は、本稿でも紹介する 21 世紀

になって始まった、新たなグローバル経済史研究の成果を取りこんだ上で、

アダム・スミスの経済発展理論を再考し、現代中国の歴史的位置づけを意

図したからである。彼によれば、市場での財の交換を重視した本来の市場

経済の発展は、近代西欧諸国よりも、改革開放政策以降の現代中国におい

て典型的に見られると主張する。グローバル経済史研究で明らかにされた

「スミス的成長」（農業の商業化やプロト工業化により市場経済の発展）の

モデルを、中国の経済政策・経済発展に中に見いだし、逆に、近代西欧諸

国では、国家権力による経済に対する過剰な干渉と統制が行われたと主張

する。
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以上のような、アリギの世界システム論、特に上記の第二、第三の論点

は、我々が新たな世界史（グローバルヒストリー）をアジアの視点から構

築しようとする際に、経済的再興を成し遂げつつある東アジアの世界史上

の地位の再考に多くの示唆を与えてくれる。

以下では、近世（early modern）に相当する「長期の 18 世紀」と、20

世紀後半以降に顕在化し現在も急速な勢いで進行しつつある「東アジアの

経済的再興」、その両者を結び付ける観点から、新たな世界史解釈につな

がる幾つかの論点を提示してみたい。

2．「長期の 18 世紀」と海域アジア世界

（1）18 世紀・近世の見直し―「大分岐」論とアジアの経済発展

本稿では、近世におけるアジア世界の独自性を明らかにする時期区分と

して、「長期の 18 世紀」（the Long Eighteenth Century）を採用した。「長

期の 18 世紀」論は、本来、イギリス国内史研究において、1688 年の名誉

革命から、1830 年に諸改革が始まるまでの時代の連続性と特徴を描くた

めに、P. コーフィルドを中心とするロンドン大学の研究グループが打ち出

した概念である。日本においても、近藤和彦らイギリス近世史の研究者に

よって受容されてきた 5）。他方で、近年のグローバル経済史研究において、

18 世紀は研究が集中している時代であり、通説的理解の新たな見直しや

再検討が最も進んでいる領域である。従って本稿では、イギリス国内史研

究で使われてきた「長期の 18 世紀」という時代区分論を、アジア経済史・

グローバル経済史研究に援用することで、新たな世界史解釈を試みた。

ところで、20-21 世紀の世紀転換期において、グローバル経済史研究で

最も注目を浴びた議論が、カリフォルニア大学の K. ポメランツが提起し

た「大分岐」（The Great Divergence）論 6）である。ポメランツは、西ヨー

ロッパと東アジアの比較地域経済史を提唱し、アメリカ合衆国を含む世界
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中の学界で話題になり、新しいグローバルヒストリーとして大きな論争を

巻き起こした 7）。

彼によれば、1750 年頃まで、世界の中核地域（core regions）であった

中国の揚子江流域、日本（畿内・関東）、西ヨーロッパの経済は、平均寿命・

一人当たり綿布消費量・識字率など主要な点で、発展の程度はほぼ同じで

あった。そこでは、ともに「スミス的成長」（商業的農業とプロト工業に

支えられた市場経済の発展）が見られた。しかし、それら中核地域は、18

世紀半ばまでに人口増加に対する土地の制約（マルサスの罠）に直面して、

森林の枯渇や土壌浸食の進行によって食糧・繊維原料・燃料・建築資材な

ど土地集約的な産物が不足する事態に陥った。

西ヨーロッパは、この世界経済の中核地域に生じた全般的な危機を、消

費地に近接して存在した炭坑地帯からの石炭の利用と、大西洋をはさんだ

新大陸との貿易の拡張という幸運な二つの環境上の「偶然的要因」によっ

て克服することができた。19 世紀初めまでに、南北アメリカ大陸は西ヨー

ロッパが必要とした第一次産品の一大供給源となり、その結果、西ヨーロッ

パでは、人口の急増、国際分業の一層の進展、輸入品の大幅な活用が見ら

れた。石炭と新大陸貿易によって、西ヨーロッパは「資源集約的・労働節

約的」な工業化の径路を歩むことが可能になり、これが世界経済の中核地

域に共通して見られたスミス的成長のパターンからの、西ヨーロッパの「大

分岐」（the great divergence）であった。他方、東アジアでは、18 紀後半

以降もその周辺地域で人口とプロト工業の成長が見られたが、この周辺地

域の成長によって揚子江流域への資源の移送が妨げられた。その結果、東

アジア経済の中核地域の経済成長は事実上停止状態に陥り、成長が見られ

たとしても「労働集約的・資源節約的」径路を通じた経済発展を余儀なく

された。

以上が、ポメランツが唱える近世西欧と東アジアの比較地域経済史研究
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である。この研究の特徴として、（1）イングランドとヨーロッパ大陸の低

地地方やフランスを含む「西ヨーロッパ地域」と、東アジアの中国・揚子

江デルタ地域、さらに日本の畿内・関東地域を相互比較の単位とすること、

（2）世界経済の中核諸地域における同時並行的な「スミス的成長」の展開、

（3）世界経済に対する環境要因からの制約、（4）偶然的要因による西ヨー

ロッパと東アジアにおける経済発展径路の分岐、以上の四点を指摘できる。

さらに必ずしも明示的ではないが、ムガール帝国末期の北インドでも同様

な経済発展が見られたことが示唆された。

このポメランツの「大分岐」論は、さまざまな分野で波及的な議論を巻

き起こす契機となっている。その一つが、日本を含む近世東アジアの比較

経済史研究で近年注目されている「勤勉革命」（industrious revolution）

論である。斎藤修は、近世世界における実質賃金と一人当り産出高（GDP）

の長期的趨勢の考察を通じて、近世西欧の不平等が拡大する前近代成長パ

ターンと、徳川日本の所得格差が拡大しない成長パターンという前近代経

済成長の二つの異なるパターンの存在を指摘する 8）。他方、杉原は、徳川

日本に中国を加えた 16-18 世紀の東アジアで、土地の制約にもかかわらず、

労働集約的技術と労働吸収的制度の発展を通じて、地理的分業や都市化が

さほど進まなくとも、人口増大に見合う生産量の増大と一定度の労働生産

性の上昇が可能であったと論じ、この東アジアにおける勤勉革命径路の成

立を「東アジア型発展径路」の成立と規定する 9）。これら日本の学界にお

ける勤勉革命論は、ポメランツやヴィン・ウォン 10）に代表されるカリフォ

ルニア学派の近世中国に関する議論とも共鳴している。さらにこれと関連

して、ヨーロッパとアジア間での実質賃金を比較する国際共同研究も展開

されている 11）。

この短い研究の論点整理から明らかなように、（1）少なくとも 18 世紀末、

あるいは 19 世紀初頭まで、アジアの中核地域の経済発展の度合いは、近
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世西欧地域と比べても遜色がないこと、（2）従って、ウォーラーステイン

流の西洋膨張・周辺地域の世界経済への「編入」という、近代世界システ

ム論では理解できないアジア独自の経済発展ダイナミズムが存在したこと、

が明らかになった。そのダイナミズムを解明するため、本稿では、アジア

諸地域間のつながり、関係性を重視する「関係史」（relational history）の

視点を採用した。

（2）海域アジアにおける港市と後背地域（hinterlands）

「長期の 18 世紀」におけるアジアのダイナミズムを考える中心的論点が、

アジア地域間貿易や対ヨーロッパ遠隔地貿易の拠点として機能した、アジ

ア沿海部の港市（port cities）の発展とネットワーク化であった。アジア

の港市は、後背地域における「市場経済」の発展と緊密に結びついていた。

ヨーロッパ勢力が東インド会社や自由商人（カントリー・トレーダー）の

貿易活動を通じて参入してくる以前から、海域アジア世界（Maritime 

Asia）12）を中心としたアジア地域では、市場経済の発展が見られた。科

研共同研究では、アジアの代表的な港市として、南インドのマドラス、ポ

ンディチェリー、東南アジア島嶼部のペナン、シンガポール、バタヴィア、

バンテン、東アジアの広東、長崎を具体例として取り上げ、その後背地域

（hinterlands）との経済関係と市場経済の形成を考察した。同時に、特定

の「港市＝後背地域関係」の相互連関性（地域間関係史）にも着目した。

これらのアジアの港市は、以下に挙げる 5 つの機能を有していた 13）；

（1）港市は、後背地域と海外市場との間で行われる物産の交換のための

「ゲートウェイ」として機能した。アジア産の繊維製品（綿織物）、

スパイス、茶などが欧米向けに輸出され、代価として銀塊、新毛織物、

機械時計などの奢侈品が輸入された。

（2）輸出商品の生産の場としてだけでなく、モノの流通面で、輸入品や
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後背地域からもたらされた物産の流通センターとして機能した。イ

ンドの港市に位置した商館や倉庫は、海外の港市向けだけでなく、

後背地域向けにも、繊維製品の製造・保管場所となった。

（3）消費面で、後背地域および海外からもたらされた商品の最終市場と

して機能した。特に、アジアでヨーロッパ勢力が建設した港市（ポ

ンディチェリー、シンガポール、バタヴィアなど）では、製造品だ

けでなく、食糧や日常の生活必需品の最終市場が形成された。

（4）ヒトの移動の面で、後背地域からの移住者や、世界の他の諸地域か

らの移民との間で、港市は相互交流の舞台になった。その港市では、

キリスト教・ヒンドゥー教・仏教・道教・ゾロアスター教などの多

様な宗教の接触と共存が見られ、宗教伝道団・貿易商・兵士や多彩

な民族集団が集住した。その緊密な接触や近接さを通じて、新たな

宗教・文化・世界観が生み出される舞台となった。

（5）特にヨーロッパ勢力が支配した港市では、後背地域への浸透と支配

に利用されることになる、政治的・軍事的拠点が出現した。東アジ

アを除くと、ヨーロッパ勢力は現地人傭兵を使い、軍事面で優越的

地位に立って、新たに出現した社会秩序を左右する影響力を行使し

た。土地や税など地方資源の支配が、現地有力者からヨーロッパ人

の手に移るにつれて、ヨーロッパ勢力による植民地支配の確立も促

進された。

市場経済に向けてアジア港市の後背地域が急速に発展したが、それをさら

に加速したのが、アジアの物産と交換された地金の流入であった 14）。

ここで注目したいのは、「長期の 18 世紀」のアジアにおいて、世界市場

で世界商品として販売・消費された、香辛料、繊維製品（インド産綿織物）

などのアジア物産には、アジア独自の「アジア型の商品連鎖」（commodity 
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chains）が早くから形成された点である。

「商品連鎖」とは、特定のモノの、生産・加工・流通・消費にいたる全

過程と、それに関わる人々、社会の在り方の全体像を解明しようとする、

グローバルヒストリーの一つの研究方法である。特定のモノの生産から消

費にいたる全段階・全過程で、さまざまな変化を連鎖的にとらえようとす

るこの見方は、市場経済化が進み世界市場向けの生産が増大するほど、そ

の効力が増す。アメリカの S. トピックらは、ラテンアメリカの場合を事

例に、商品連鎖と世界経済の形成を説いた 15）。

トピックが編集した論集の事例の大半は、19 世紀以降のラテンアメリ

カ産の世界商品（コーヒー、ココア、硝石、天然ゴム、コカインなど）の

考察に充てられている。これに対してアジアの場合、近世初頭の 16 世紀

から、独自の商品連鎖が形成された。

G. スーザの研究によれば、スリランカ産シナモンは、南アジアと東南

アジア・フィリピン、さらにマニラ・ガレオン交易を通じて、スペイン領

新大陸（メキシコ）に輸出された世界商品であった。東南アジアとスリラ

ンカを結ぶ地域間貿易を担ったのは、ポルトガル系商人であり、16 世紀

末のスペイン・ポルトガル両王国の合併により、太平洋をまたぐ遠隔地交

易の典型であるマニラ・ガレオンの利用も可能になった。この事例では、

ヨーロッパ系商人が、アジア地域間交易の形成の一端を担ったことに 

なる 16）。

別の事例として同じく G. スーザは、18 世紀中葉の中国華南地域におけ

る砂糖栽培の拡大にも言及する。広東省を中心に生産が拡大した中国産の

砂糖は、国内で消費されるだけでなく、長崎との中国商人（華商）のジャ

ンク民間交易を通じて、江戸時代の日本向けに大量に輸出された。この交

易は、中国・清朝における貨幣素材としての日本銅の確保とも密接に結び

ついていた。同時にそれは、日本側で試みられた琉球諸島での砂糖生産の
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拡大とも競合するものであった。結果的に、対日輸出を含めて、18 世紀

中葉の華南における砂糖生産は、現地農民の砂糖生産者に年間 1300 万―

1740 万テール（両）の収益をもたらした 17）。

以上の例に見られるように、アジアにおいては 16 世紀から、商品連鎖

の形成を通じて、海域アジア世界を中心に市場経済が形成されてきた。 

その担い手として、中国商人（華商）やインド人商人（印僑）などのアジ

ア現地商人が重要な役割を果たしたが、彼らアジア商人とヨーロッパ系商

人との取引も、世界商品としてのアジア物産の普及にとっては不可欠で

あった。

（3）19 世紀とのリンク―近代への接続

この共同研究では、長期の 18 世紀と 20 世紀後半の時期に力点を置いた

ために、19 世紀世界の考察が十分できなかった点は認めざるをえない。

従来 19 世紀は、経済力だけでなく、外交・軍事力（地政学的側面）、文化・

イデオロギー面で圧倒的に欧米（ヨーロッパ諸国）が優越的地位を実現し

た、「ヨーロッパの世紀」として描かれてきた。たとえば、E.J. ホブズボー

ムは、「長期の 19 世紀」の観点から、三部作を刊行している 18）。I. ウォー

ラーステインも、ヨーロッパ自由主義の勝利の過程として「長期の 19 世紀」

を描こうとしている。

長期の 18 世紀（近世）におけるアジア世界の独自性を考察するうえで、

19 世紀の近代世界との関係、接続の問題は避けられない課題である。そ

の課題を解く一つの鍵が、18 世紀と 19 世紀前半の関連（長期の 18 世紀

の終期）である。

最近、杉原薫は、19 世紀におけるアジアのネットワークを扱う論集で、

「長期の 19 世紀」を貫く貿易史の特徴を、19 世紀前半の貿易統計の徹底

した見直しと、新たなモデル化（6 つのハブの存在）を通じて検証した。

その結果、1810-40 年のアジア間貿易が、大衆の食糧や衣料品を中心に増
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加したこと、その間のアジア諸地域の貿易全体の約三分の二が「アジア間

貿易」であったことが明らかにされた。それは、底流としてのアジア現地

商人層を主要な担い手とする地域間貿易の継続的拡大と、19 世紀前半に

おける、いわゆる「ウェスタン・インパクト」の限定性を意味する 19）。

また、水島司を中心とする共同研究メンバーは、2011 年 3 月末のアメ

リカ・アジア研究学会（AAS）年次大会でパネルを組織し、海域アジア

世界におけるアジア商人と 19 世紀アジア経済との関係を論じた 20）。18 世

紀半ばから、海域アジア世界における交易・通商環境は大きく変容した。

オランダ海洋帝国の衰退、アメリカ商人の新たな参入、イギリス産業革命

を背景にしたイギリス植民地権力の台頭と、アジアにおけるイギリス民間

商人（カントリー・トレーダー）の急成長、それらに対するアジア商人（南

インドのチェティヤー、華僑等）の積極的対応がそれである。

この二つの考察から読み取れるのは、海域アジア世界における 18 世紀中

葉から 19 世紀前半への経済発展の連続性と変化をどのように整合的に捉

えるのか、という問題である。この近世から近代への連続性は、近年の欧

米におけるインド経済史研究によっても、強調されてきた論点である 21）。

また、杉原の研究により、19 世紀前半のアジア間貿易の実態が統計的に

解明された点は非常に重要であるが、それによって「長期の 19 世紀を貫

く貿易史の特徴」が説得的に提示されたとは思えない。19 世紀世界のさ

らなる再検討は、将来の検討課題として残っている。

3．「東アジアの経済的再興」の歴史的起源

次に、20 世紀部分の再検討に移ろう。急速な勢いでグローバル化が進

む 21 世紀において、我々は新たな世界史の転換を経験しつつある。東ア

ジアの経済的勃興にともなう世界システムの再編がそれである。その原動

力は、中国の経済的躍進と国際的プレゼンスの拡大、米中両国による「G2」
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化現象の出現であるが、我々は考察の射程を少し広げて、歴史的な考察を

加える必要があるだろう。その背景には、二度の石油危機にともなう世界

経済の構造変動、70 年代末―80 年代に本格化した広義の「東アジア」地域、

アジア太平洋地域の経済発展、いわゆる「東アジアの奇跡」（East Asian 

Miracle）がある。

「東アジアの奇跡」という概念自体は、世界銀行が 1993 年に創出した造

語であり、冷戦後のアメリカを中心としたグローバル化の優等生として発

展する東アジア地域を称揚するタームである 22）。当時は、アジア NIES 諸

国（韓国・台湾・香港・シンガポール・インドネシア・タイ・マレーシア）

と日本の高い経済成長が分析対象となったが、その後、1979 年からは改

革開放政策の導入後の中国、1991 年の経済自由化政策導入後のインドが、

この開放的な経済空間に新たに参入することで、東アジアの経済発展は一

層加速化されて現在に至っている。現時点で、アジア太平洋地域（アメリ

カ太平洋岸を含む）は、世界の GDP の約半分を占め、域内貿易の度合い

を高めながら、グローバル恐慌からの回復をめざす世界経済の牽引車の役

割を担っている。本稿は、東アジアの経済的再興（economic resurgence）

をもたらした諸条件・諸要因の再検討を通じて、前述の「長期の 18 世紀」

論との接合を目指している。

20 世紀後半の東アジアの経済成長と工業化型国際経済秩序の形成を論

じるにあたり、当然、世紀前半、特に戦間期におけるアジア国際秩序の考

察が不可欠となる。共同研究では、必ずしも戦間期のアジア国際経済秩序

を論じきった訳ではない。その点については、先行する別の共同研究にお

いて、秋田・杉原・久保が、1930 年代のアジア国際秩序を論じており 23）、

特に、1930 年代から戦後の 1950 年代にいたる「連続性」の観点を強調し

ている 24）。
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（1）戦後のアジア間貿易の復活と発展

では、なぜ 1980 年代からの東アジアの経済的再興が可能になったのか。

まず、東アジア地域に特有の内在的な要因を考える必要がある。その点で

は、杉原薫が提唱してきた「アジア間貿易」（intra-Asian trade）論が傾

聴に値する 25）。

杉原によれば、日本・中国・香港を含む東アジア、英領海峡植民地（シ

ンガポール）や蘭領東インド、シャム（タイ）を含む東南アジア諸地域、

さらに英領インド、ビルマを含む南アジア地域を相互に結びつけるアジア

地域間貿易は、対欧米工業国との貿易と比べて、1883 年 -1913 年に年平均

5.5 パーセントの高い成長率を示した。この成長の原動力になったのが、

英領インドのボンベイ（ムンバイ）と日本の大阪・神戸における綿業の発

展であり、華僑・印僑（インド人商人）・日本商人などのアジア現地の商

人層の活躍であった。この経済的リンクは「綿業基軸体制」と呼ばれる。

この綿業基軸のアジア間貿易の発展は、世界システム内部におけるアジア

世界の「相対的独自性」をもたらしたが、その独自性はあくまでも相対的

であった。世紀転換期のアジア間貿易は、グローバルな世界経済に組み込

まれ、東南アジアや南アジア諸地域による欧米諸国向けの第一次産品輸出

経済の発展、世界市場と緊密に結びついていた。英領海峡植民地（マラヤ）

の錫・天然ゴムの対欧米向け輸出が増大すればするほど、中国系やインド

系の契約移民を含めた現地労働者の生活必需品の需要が増大し、それに応

じてビルマ米、シャム米、ジャワの砂糖、日本製綿製品など、アジア諸地

域からの雑貨・食糧の輸入も増えざるをえないという密接な構造的関連（最

終需要連関効果）があった。それらアジア型近代商品の輸入を手がけたの

が、華僑や印僑らのアジア商人であり、特に華僑の「関係的ネットワーク」

が流通・情報面で支配的な役割を果たした 26）。

19-20 世紀転換期に形成された近代的なアジア間貿易は、戦間期におい
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て変容した。とりわけ、世界恐慌以降の 1930 年代には、中国国民政府の

輸入代替工業化戦略の推進による経済発展、日本帝国のブロック化と朝

鮮・満洲における植民地工業化の進展、1935 年の中国幣制改革の成功と

スターリング圏の影響力拡張など、新たな事態の展開のなかで、戦間期に

おいて東アジア地域を中心にアジア間貿易は成長を続けた 27）。

第二次世界大戦（アジア太平洋戦争）により打撃を受け、停滞したアジ

ア間貿易は、戦後いち早く復活した。この戦後のアジア間貿易の復活と新

たな発展が、「東アジアの経済的再興」に直結してくる。杉原によれば、「冷

戦体制が貿易の秩序を保証し、逆に東アジアの成長が自由主義圏の優位の

シンボルとなるとともにアメリカの軍事産業への特化を促した、という意

味で、相互規定的な補完関係を形成していた」28）。東アジアの経済発展は、

冷戦体制の形成と同時に展開した「同じコインの表裏」の関係にあった。

日本の戦後経済復興、それに引き続いた高度経済成長の実現と東アジア諸

地域の「雁行的発展」は、アメリカがヘゲモニーを維持する上でも不可欠

であった。日本（民生部門中心の資源節約型工業化）―アメリカ（資本エ

ネルギー集約型工業化と金融サーヴィス部門への特化）間だけでなく、日

本と近隣の東アジア諸国（労働集約型工業化）との間でも、「雁行的発展」

を通じて、緊密な経済連鎖が形成されたのである。

（2）開発主義と経済援助計画、冷戦

戦後のアジアの経済復興を、当時の国際政治秩序である「冷戦」（cold war）

と切り離して考えることはできない。第二次大戦後の現代史を考察する場

合、（1）ヘゲモニーの移行―「パクス・ブリタニカ」から「パクス ･ アメ

リカーナ」へ、（2）冷戦体制の構築・変容・崩壊、（3）非ヨーロッパ世界

における脱植民地化（decolonization）の進展、以上三つの観点とその交

錯を指摘できる。

1949 年 10 月の中華人民共和国の成立と翌 50 年 6 月の朝鮮戦争勃発以来、
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アメリカはアジアの非共産圏諸国に対する政策を転換して、それら非共産

主義諸国への軍事・経済援助に乗り出した。東南アジア地域に向けたポイ

ント・フォー計画がその典型であった。だが、冷戦体制のもとでアメリカ

の東アジアにおける世界戦略の焦点は、海外貿易を通じた日本経済の復興

と「アジアの工場」（the Workshop of Asia）としての日本の経済的地位

の回復に向けられた。この過程においてアメリカ政府は、東アジアにおけ

る共産主義の拡張を封じ込めるために軍事ケインズ主義を採用した 29）。

こうしたアメリカの政策転換、冷戦体制の構築は狭義の東アジア地域にお

いては 50 年代前半に進み、日米安全保障条約など二国間条約網の構築を

通じて、ヘゲモニー国家アメリカの突出した影響力が見られた。

日本の経済復興は、英領マラヤやビルマ・パキスタンのような東南アジ

ア・南アジアのスターリング圏諸国に対して大きな恩恵を与えた。すなわ

ち、これらアジアのスターリング圏諸国にとって、日本がビルマ米・パキ

スタン産原棉・マラヤ産鉄鉱石などの第一次産品を購入したことにより、

それら諸国の主要輸出品に不可欠の輸出市場が確保された。同時に、第一

次産品の対米輸出を通じて蓄積された米ドルは、ロンドンで共同管理され

て、イギリス本国の経済復興に大きく寄与した。また、東南アジア・南ア

ジア諸国に対する日本の消費財輸出、特に綿製品の輸出は、非ドル決済が

可能な製品供給源であり、これらアジア諸地域の貧困な現地住民に対して

安価な生活必需品を確保するという住民福祉政策の実行にとって重要で

あった。他方で、日本にとっても、アジアのスターリング圏諸国からの食

糧・原料輸入は、ドル不足のもとで第一次産品輸入先を多角化するために

不可欠であった。したがって、アジアのスターリング圏諸国と戦後日本の

経済復興は、モノの取引、貿易レヴェルで互いに相互補完的であった。以

上のように、スターリング圏が東アジア諸国の経済発展あるいは回復を支

援する役割を果たしたという意味において、1950 年代の東アジア国際経
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済秩序は、前に述べた戦前の 1930 年代の国際秩序と類似し共通する側面

を有していた 30）。

結果的に、英領マラヤの脱植民地化では、新旧二つのヘゲモニー国家で

ある英米両国の利害の一致が見られた。冷戦体制のもとで、穏健なナショ

ナリズム勢力を育成して彼らに政治権力を「移譲」（transfer of power）

するが、独立後も一定の影響力を保持する戦略が採用された。英米を代表

する帝国史家 R. ロビンソンと R. ルイスは、この脱植民地化における英米

両国の協力を「脱植民地化の帝国主義」（imperialism of decolonization）

と捉えている 31）。最初に述べた三つの観点を統合する、英米の学界にお

けるユニークな見方である。

だが、ここで強調しておきたいのは、東アジアや東南アジア諸国・地域

の主体的な対応である。確かに、東アジアの経済発展にとって、冷戦体制

のもとでのアメリカの軍事・経済援助や日本の戦後賠償も重要であったが、

それ以上に「全過程の原動力はやはり中国や東南アジア自身の工業化への

意欲であり、日本の復興への意思であり、政治的変動をくぐりぬけてそれ

らの諸国が世界市場で展開した激しい「アジア間競争」であった」32）。「脱

植民地化の帝国主義」の主要な手段が、経済援助計画の実施であった。冷

戦下での経済・財政援助を積極的に利用して、工業化と経済発展をめざし

たアジア側の強い意思と、それを支えた人材・ノウハウの存在や地域間ネッ

トワーク（アジア間貿易）の形成・発展が、現代における東アジアの経済

的再興を根底で支えているのである。

1950 年代には、アジアのコモンウェルス諸国間の相互援助計画である

コロンボ・プランが一定の成果をあげた。その実施にあたっては、インド

がロンドンで保有した「スターリング残高」と、首相ネルーの指導力が重

要な役割を果たした 33）。インドのスターリング残高が枯渇する 50 年代末

からは、ソ連が「平和的攻勢」の一環として、海外経済援助に乗り出すと
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共に、西側諸国も、アメリカ・ケネディ政権の大規模経済援助や、世界銀

行を中心としたインド国際援助コンソーシアムの形成、日本の東南アジア

開発基金構想やアジア開発銀行への出資など、多角的な援助の枠組みが同

時に複数展開された。

他方で、被援助国であるアジア側では、韓国の朴正煕や台湾の蒋経国、

タイのタノーム、インドネシアのスハルト、マレーシアのマハティール、

シンガポールのリ・クアンユーなど、政治面では強権的であるが、国家の

経済成長を最優先する経済政策を強力に推進する政治家が実権を握り、国

民からも支持を得た（＝開発主義の展開）34）。最大の民主主義国インドでも、

五か年計画に基づいて資本財部門を中心とする工業化が推進された。その

過程で、インド政府は、巧みな経済外交の展開を通じて、アジアで最大の

経済援助を獲得した。世界経済から離脱したとされる中華人民共和国でも、

華北を中心に新たに大規模な綿紡織工場群が整備されるとともに、化繊製

造のため、日本からの技術移転も行われた 35）。こうした工業化、経済発展

に対するアジア側の主体性、イニシアティヴの再評価が必要である。

（3）輸出志向型工業化―ラテンアメリカ、アフリカとの違い

戦後東アジア地域の経済政策の独自性は、開発主義の下で、早い時点か

ら「輸出志向型工業化」（export-oriented industrialization）戦略を採用し

て遂行した点にある。

通説的理解では、戦後に政治的脱植民地化を達成したアジア・アフリカ

諸国は、経済的自立を実現するために、開放的な自由主義世界経済から距

離を置く「輸入代替工業化」戦略（import-substitution industrialization）

を追求したとされる。国内産業・国内市場を対外的競争から守る保護主義

政策がとられた。しかし、この輸入代替戦略は、国内市場の狭隘さ、第一

次産品の輸出促進の失敗による外貨獲得の困難、交易条件の悪化等により、

あまり成功せず、南北間の経済格差は拡大する傾向にあった。それを是正
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する政治的手段として、発展途上国は国連を舞台に 1964 年に「国連貿易

開発会議」（UNCTAD）を設立し、南北問題の解決をはかる運動を展開し

た。アルゼンチンの蔵相プレビシュが理論的支柱となった。

こうした動きに対して、東アジア・東南アジアの発展途上国は、外資（多

国籍企業）の導入に積極的で、開放的な世界経済に主体的に参入する、輸

出志向型の工業化戦略を採用した。東アジア諸国は、政治的な権利主張、

新経済秩序論には追従せず、ビジネス利害中心の経済政策、経済外交を追

求した。ECAFE（国連アジア極東経済委員会）は、その妥当性を確認す

る舞台となった。

この点が、アフリカとも大きく異なっていた。アフリカの本格的な脱植

民地化は 1960 年代に始まるが、政治的脱植民地化の達成後も、経済的モ

ノカルチャー構造からの離脱は困難であり、旧欧米の宗主国との「不平等

な」経済関係が維持された。1970 年代の二度の石油危機（オイル・ショッ

ク）により、外貨不足・国際収支危機に陥った非産油国のアフリカ諸国は

さらに貧窮化し、南側内部での経済格差（南南問題）が議論されるように

なった 36）。対外的な国際環境に加えて、アフリカやラテンアメリカでは

地域間をつなぐ貿易ネットワークの形成が見られなかった点が、アジアと

大きく異なる点である。

4．残された課題

以上、「長期の 18 世紀」と、20 世紀後半の「東アジアの経済的再興」

を二つの柱として、長期でマクロな歴史的視点から、新たな世界史を構築

する幾つかの視点を考えてきたが、まだ多くの検討すべき課題が残されて

いる。

本稿では、長期の 18 世紀における海域アジア世界の独自性として、港

市モデルと、アジア商人を主体とするアジア型商品連鎖論を強調した。だ
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が、それにより長期の 18 世紀の海域アジア世界における市場経済の発展

が、同時期の西欧と比べて遜色のない発展であったと論じきるまでには

至っていない。港市と商品連鎖の発展が、近世の海域アジア世界における

「スミス的成長」をどの程度まで促進したのか、数値データに基づいて論

証することはできなかった。従来の 19 世紀世界論の批判的検討も課題と

して残されている。

また、アジア世界における日本の位置づけも、長期の 18 世紀の時期に

ついては十分でない。日本を含む東アジア地域が、西欧とは異なる独自の

経済発展径路をたどったことを前提としつつ、江戸幕府による管理貿易体

制と港市モデルとの関係も再検討が必要である。

他方で、20 世紀後半の東アジアの経済的再興との関連では、日本が主導

的役割を果たした。また、近年のグローバル経済史研究の成果から明らか

なように、アジアは、ヨーロッパ勢力に一方的に従属し、世界経済に従属

的に組み込まれたわけではなかった。現地の商人層を筆頭にして、さまざ

まな社会層が自律的・自覚的にヨーロッパ勢力に対応し、その「相対的自

立性」を通じて、世界経済（世界システム）の構造と連鎖の形成に主体的

に関わったのである 37）。現地社会の伝統的エリート層や、欧米流の近代教

育や訓練を通じて実力をつけた新エリート層など、現地社会からの積極的

レスポンス、イニシアティヴがあって初めて、欧米勢力による帝国支配も

機能したし、世界経済自体の構造化（グローバル化）も可能になった 38）。

脱植民地化後の開発主義の遂行を通じた工業化政策、多彩な国際経済援助

計画の積極的活用、冷戦構造を逆手にとった主体的行動と地域主義の模索

など、いずれにも強固な意志とヴィジョン（将来構想力）が必要であった。

東アジアの経済的再興とともに、世界システムの重心は、大西洋経済圏

からアメリカ合衆国の太平洋岸やインドを含めたアジア太平洋経済圏に大

きくシフトした。2008 年のグローバル恐慌は、その趨勢をさらに加速化
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している。私たちは、こうした大変動を十分に認識した上で、新たな世界

史像を構築していく人類史的な課題に直面しているのである。
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SUMMARY

From ‘the Long Eighteenth Century’ to ‘the Economic Resurgence of 
East Asia’

Shigeru  AKITA

This article aims to present new viewpoints for creating new global/
world history from Asian perspectives, based on recent historiographical 
developments and on the academic results of a joint research project on 
global history with Japanese economic historians. 

The author deals with two separate but inter-related subjects in the 
context of global economic history; (1) ‘the long eighteenth century’ and 
the Asian maritime world, and (2) the historical origins of the 
contemporary ‘economic resurgence of East Asia’. The first subject is 
closely related to the recent debate on the ‘Great Divergence’ proposed by 
Kenneth Pomeranz. We have tried to reveal the economic relationships 
between Asian port cities such as Madras, Penang, Singapore, Batavia, 
Guangdong and Nagasaki and their hinterlands, by applying the port-city 
model. We have successfully elucidated the formation and development of 
the market economy in the Asian hinterlands, and pointed out the 
existence of an Asian version of the ‘commodity chain,’ in which Asian 
merchants such as overseas Chinese and Indians have played very crucial 
roles.

The second topic is concerned with the ‘East Asian miracle’, as it 
was dubbed by the World Bank in 1993. The author lists the following 
factors as the driving forces of the economic resurgence of East Asia from 
the early 1980s; (a) the revival and new development of ‘intra-Asian trade’ 
or inter-regional trade within Asia by the 1970s; and (b) the emergence of 
state-led ‘developmentalism’ in East and Southeast Asia from the 1960s. 

‘Developmentalism’ means Asian initiatives to foster industrialization 
through national policies, namely state-sponsored mobilization and control 
of natural and human resources. This was closely connected to economic 
aid policies, under the Cold War political regime. Japan played the leading 
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role in this process of economic resurgence and promoted ‘intra-Asian 
competition’ for export-oriented industrialization.

However, several subjects remain untouched for future consideration, 
e.g. to what extent the Asian port-city contributed to the development of 
the market economy in the hinterlands. The focal shift in the world 
economy from the trans-Atlantic world to the Asia-Pacific leads to a 
reconsideration of the nineteenth century from Asian perspectives as well.




